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1. 事業概要 
1.1 事業の背景 
アフリカの人口は、2050 年には約 25 億人になると予想され、農業・食関連市場の高いポテンシャルをも

つ市場であるものの、現状農家の多くが小規模農家であり、安定した収入を得ることは困難であると同時

に、市場の求める生産物を十分に供給していない。その課題に対し、2019 年 8 月に実施されたアフリカ開

発会議（TICAD7）で発足したアフリカビジネス協議会農業ワーキンググループでは、『フードバリューチェ

ーンの構築・強化を通じた協働推進・農民のエンパワーメント』を狙いとして、官民合同でアフリカ農業イ

ノベーション・プラットフォーム構想 Agriculture Innovation Platform in Africa （以下、AIPA）を推進してお

り、①農業デジタル化基盤構築及び ②先進農業技術の導入促進が優先的アクション項目となっている。 

 

1.2 事業の目的 
本事業では、アフリカ農村部の小規模農家を対象に、デジタル化農業プラットフォームを導入することで、

農家のエンパワーメントを支援し、フードバリューチェーン構築を促進する。 

ここで指すデジタル化とは、アナログ情報の電子化、電子化された情報のデータベース化、データベース

を活用した分析・予測など業務効率化およびそれらに基づくフローの変容など各段階がある。プラットフォ

ーム構築は、フローの変容が最終的な目的であるため、各国の現況に応じデジタル技術が不足する場合は、

対象国政府の政策と協調してデジタル技術を補いつつプラットフォーム構築を目指す。 

AIPA では、5～15 年の中長期的にアフリカ全土の小規模農家を対象にプラットフォーム拡げることを狙い

としており下記、言語圏および回廊開発など他地域への普及を見据え、調査対象国を選定した。 

調査対象国：セネガル（仏語圏）・ナイジェリア（英語圏）・モザンビーク（ポルトガル語圏） 

また、各アクターのニーズを以下の通り想定している。 

 アフリカ小規模農家のニーズ：デジタル化による「努力の見える化」による市場・資金・ロジステ

ィックへのアクセス改善 

 アフリカ各国政策サイドのニーズ：デジタル化による「課題の見える化」による施策効果向上およ

びバリューチェーン参加者の「努力の見える化」による行動変容の促進 

 本邦官民のニーズ：日本企業の製品・サービス販売および農作物買付に資するプラットフォームを

構築すること 

 
図 1 農業デジタル化プラットフォーム（基盤）概念図 
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1.3 令和 4年度事業当初予定および実績概要 

図 2 の事業スケジュールに示す通り、令和 4

年度では、農業資機材売買マッチングアプリケ

ーション（AGROPONTO）の普及を進めた。フ

ィーチャーフォンユーザーの取り込みを目指

し、アプリ上だけではなく、電話での取引も促

進するため、コールセンターの設置したことが

功を奏し、表 1 の通り、モザンビークにおける

登録ユーザー数が急増した。ユーザー登録数だ

けではなく、販売商品の広告及び実際の取引も

予想以上の成果を達成できた。取引き額につい

ては、モザンビークにおいて、約 2,100 万円、

セネガルにおいては、約 270 万円の累積取引額

を達成した。 

令和２年度から、南アフリカからナイジェリ

アに対象国の変更を行った事業に関しては、今

年度は連携する農業者組織の選定を行い、農業

者リーダーを日本に招聘し、AIPA の目的、日本

の農協について学んでもらい、今後の事業展開

の下地を作ることができた。 

AIPA 事業においては、モザンビーク政府機関および複数の本邦企業と連携し、事業を推進しているが、モ

ザンビークの産業は、現状は、農林業や漁業が中心であり、農業開発において大きな将来性を有している。

同国の農業の発展を見据え、本事業を進めていくことで、日・モザンビーク政府間の友好関係の強化、本邦

企業の進出および中長期的事業の発展の足掛かりを作ることができた。 

AGROPONTO を用いたデジタル商取引の促進に加え、Small Smart Community（SSC）構想の下、分散型電

源を中心とした農村開発も検討している（図 3）。分散型電源、通信設備の整備を主軸に、コミュニティセ

ンターや、診療設備、冷蔵・冷凍庫などを備えたコミュニティーの中心部となることを想定している。将来

的な AIPA と SSC の連携に向けて、ビジネスモデルの立案のため、本事業の期間内で実証準備を行った。 

 

表 1 AGROPONTO 実績データ（2023年 3月時点） 

 登録者数 広告投稿件数 取引件数 取引総額 
モザンビーク北部 14,179 人 9,724 件 489 件 5,241,293 MZN 
モザンビーク南部 20,765 人 2,021 件 1128 件 5,062,733 MZN 
セネガル 5,478 人 2,100 件 622 件 12,707,135 CFA 

1 MZN=2.07 JPY, 1 CFA = 0.22 JPY 
 

 

図 2 各年度の事業計画概要 
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図 3 Small Smart Community（SSC）構想 

図 4 に 3 ヵ年の事業全体スキームを示す。 

 

 

図 4事業全体スキーム 

 
また、下表に 3 ヵ年でのプラットフォーム構築に向けた事業内容の詳細を示し、令和 4 年度の実績および

今後の見通しも示し、次章より実績の詳細を記載する。 
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(1) 基礎調査      
①  デスクトップ調査項目     

調査項目/ 
対象国 

現地法人設立
法規制等調査 

システム運営に

関わる各国法規

制等調査 

農業者組織の
状況・課題 

連携可能性本邦

企業リストアッ

プ 

インフラ・電子 

マネー普及状況 

セネガル 
 完了（R2

年度） 
 完了（R2

年度） 
 完了 （R1

年度） 
 完了（R2

年度） 
 完了（R2

年度） 

モザンビー
ク 

 現地法人設
立済みのた
め省略 

 完了（R2
年度） 

 完了 （R1
年度） 

 完了（R2
年度） 

 完了 （R1
年度） 

南アフリカ 
 完了（R2

年度） 
 ナイジェ

リア変更 
 完了 （R1

年度） 
 ナイジェ

リア変更 
 完了 （R1

年度） 

ナイジェリ
ア 

 完了（R3
年度） 

 完了（R3
年度） 

 完了  調整中 
 完了 （R3

年度） 

 

 令和 4年度実績：本報告書記載事項 

 
② 現地調査およびプラットフォーム構築準備 

調査項目/ 
対象国 

現地法人設立 
現地政府/国際機

関との連携協議 
農業者組織の
状況・課題 

本邦企業との
連携協議 

インフラ・電子 

マネー普及等状況 

セネガル 
 完了（R3

年度） 
 完了 

 完了 （R3
年度） 

 完了  完了 

モザンビー

ク 

 完了（R2
年度） 

 完了 
 完了 （R3

年度） 
 完了 

 完了（R2年

度） 

南アフリカ 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 

ナイジェリ

ア 
 該当なし  調整中  実施中  調整中  検討中 

 
 令和 4 年度実績：本報告書記載事項 
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(2) プラットフォームシステム開発 

調査項目/ 
対象国 

アプリケーショ
ン

（AGROPONTO）
開発 

パイロット 
事業 

パイロット 
事業ユーザー
データ収集 

NFC電子マネー
決済システム
との連携 

ローカライズ
対応 （言語・
通貨など） 

セネガル 
 完了（R3

年度） 
 完了  完了  検討中  完了 

モザンビー

ク 

 完了（R2年
度） 

 完了  完了  検討中 
 完了（R2年

度） 

南アフリカ 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 
 ナイジェ

リア変更 

ナイジェリ

ア 
 完了  実施中  実施中  検討中  完了 

 
 令和 4年度実績：本報告書記載事項 

 
(3) プラットフォーム実証 

調査項目/ 
対象国 

現地政府/国際
機関への提言 

収集データ 
分析 

本邦企業の参
入促進 

本邦企業による
プラットフォー
ム機能追加 

日本政府によ
る援助方針提

言 

セネガル  完了  完了  完了  検討中  完了 

モザンビー

ク 
 完了  完了  完了  検討中  完了 

南アフリカ 
 ナ イ ジ ェ

リア変更 
 ナ イ ジ ェ

リア変更 
 ナ イ ジ ェ

リア変更 
 ナ イ ジ ェ

リア変更 
 ナ イ ジ ェ

リア変更 

ナイジェリ

ア 
 検討中  調整中  調整中  検討中  検討中 

 
 令和 4 年度実績：本報告書記載事項 
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2. 令和 4年度事業実績 

前章の表で示した令和 4 年度の実績（上表 水色ハイライト箇所）を本章で説明する。 

 

(1) 基礎調査 
2.1 デスクトップ調査 
2.1.1 ナイジェリア 
① 農業者組織の状況・課題 
ナイジェリアはアフリカ最大の人口である約 2 億 1,340 万人（2021 年）を擁する国であり、人口の約 7 割

が農業に従事し、農業は総国内総生産（GDP）の 22.35％を占める 1。主食であるキャッサバ、ヤムイモ等の

生産量が多く、ゴマやカカオ豆を輸出するアフリカ有数の農業国。コメの生産量はアフリカで第 1 位（2020 

年）で国民に広く食されているが、多くを輸入に頼っている。人口の増加による食糧自給率の低下が顕著で

あり、2016 年から 2019 年において、ナイジェリアの累積農業輸入額は 3.35 兆ナイラ（約 9,898 億円 2）な

のに対し、同期間の累積農業輸出額の 8,030 億ナイラ（約 2,372 億円）とその差は 4 倍にのぼる。 

農業生産における課題としては、土地の所有権制度の不備、低い灌漑率、気候変動による降雨の不安定、

土地劣化、低い技術水準、高い生産コスト、投入物資の不適切性、限られた資金調達、収穫後のロスの高さ、

市場へのアクセスの悪さなどがある。 

ナイジェリア政府は、農業を国の経済発展の主要な柱の一つと位置づけ、「The Agriculture Promotion Policy」

にて、農業生産力の向上、農家の生活水準の向上、農業製品の加工、流通、輸出の促進をしている。農業政

策には、農業用地の拡大、農業投資の増加、農業技術の改善、農業教育の強化、農業製品の流通網の整備な

どが含まれている。 

農家の組織化については、ナイジェリア政府は積極的に取り組んでおり、農家は、農業協同組合（Farmer’s 

associations）を通じて組織化されている。農業協同組合は、農家の生産性の向上や農産物の販売促進など、

農家の利益を守ることを目的とし、農業技術や資金調達などのサポートを提供している。「The Agriculture 

Promotion Policy」において、農業協同組合は、NGO・開発パートナー・民間セクターなどとの連携を進めて

おり、農家の組織化において、連携先からの政策提言を促進し、農業を発展させていくことが期待されてい

る。 

 

② 連携可能性本邦企業リストアップ 
ナイジェリアにおける AIPA の促進のため、2022 年 5 月に首都アブジャとナサラワ州を訪問した時点では

外務省の危険レベルが 2 で訪問可能地域であったが、その後レベル 3 に引き上げられた。現在では再度レ

ベル 2 に引き下げられたが、日本人が現地に駐在することは困難な環境と言える。そのため日本人の渡航を

最低限にした上で現場でのオペレーションが行えるように一般財団法人 ササカワ・アフリカ財団との連携

を進めている。一般財団法人 ササカワ・アフリカ財団は、ナイジェリアで過去 30 年にわたり、現地政府、

国際熱帯農業研究所（IITA）やイスラム開発銀と連携しつつ、作物生産性向上から収穫後処理や農産物加工、

マーケティングに至るフードバリューチェーン全体を対象とした活動を展開してきた。北・中部（カノ州、

ナサラワ州）での活動実績が長く、現地の農家・農業者組織とのネットワークも豊富に有しているため、同

財団と連携することにより、現地農業者組織の組織化において効率的な事業運営を行うことができる。 

 
1 FAO Nigeria Agriculture at a Glance https://www.fao.org/nigeria/fao-in-nigeria/nigeria-at-a-glance/en/ 
2 1 ナイラ=0.30 円で計算 

https://www.fao.org/nigeria/fao-in-nigeria/nigeria-at-a-glance/en/
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2.2 現地調査およびプラットフォーム構築準備 
2.2.1 モザンビーク 
① 現地政府/国際機関との連携協議 
当社は、北部開発庁（ADIN）と AIPA 事業推進のための MOU を締結済みであり、今年度も農水省ミッシ

ョンに参加し、ADIN 総裁と意見交換を行い引き続きの協力関係を約束した。実務者レベルでは毎週ミーテ

ィングを設定し、日常的に情報交換や議論を継続している。農水省ミッションが、AIPA 事業を実施してい

る北部現地を視察した際も、ADIN 総裁が同行するなど良好な形で協力を行っている。 

当社はまた、2022 年 10 月に TICAD7 の成果としての AIPA イニシアティブおよび TICAD８の成果をアフ

リカ諸国の農業関係者に共有するため、AGRA が主催している AGRF2022 に参加した。会議に参加してい

たモザンビークの農業副大臣に AGROPONTO の進捗・成果を報告したところ、AGROPOINTO の機能の一

つで、GPS を使った農地マッピング（2.7.1③を参照）について説明したところ関心が示された。その後、二

度の農水省のモザンビーク訪問に同行し、いずれも農業副大臣と面談協議したところ、AGROPONTO に加

えて SSC の構想についても共同で実施して行きたいとの意向が示された。 

世界食糧計画（WFP）とは、WFP が Virtual Farmers Market（VFM、仮想農業市場）プロジェクトを実施し

ており、当社の開発した AGROPONTO を WFP 連携版としてカスタマイズしたアプリが 2022 年 3 月に公式

ローンチとなった。対象地域のリバウエ郡とマレマ郡にて、WFP によって 2022 年 4 月から順次スマートフ

ォンが農民リーダーに配布され、ローカル NGO の AENA や、郡レベル政府機関の郡経済活動事務所（SDAE）

との連携のもと、フィールドでの関連トレーニングやサポートが行われた。アプリ上のニュースセクション

では、WFP の栄養プログラムである NutriSIM や、モザンビーク国家気象院（INAM）の気象コンテンツ等

を掲載している。2023 年 2 月にクロージングイベントが行われ、成果と展望について議論が持たれた。プ

ロジェクト期間終了後においても持続可能とするため、AGROPONTO 標準版へのデータの移行等が WFP の

方針や契約に則って進められた。 

 

2.2.2 セネガル 
① 現地政府/国際機関との連携協議 
農業省の機関である入植・農業開発庁（ANIDA）と SSC 構想について協議を行い、フードバリューチェー

ンのデジタル化および農村部においてもエネルギー・水・通信などの基礎インフラ構築が重要であることを

確認した。WFP とは AGROPONTO を活用し妊産婦向けに栄養価の高い農作物を調達することについて協

議を行ったが、WFP 側主担当の日本人職員が退職し複数部門の調整役が不在となり案件形成には至らなか

った。 

 

② 本邦企業との連携協議 
スガノ農機株式会社がセネガルの土壌に合わせた畜力用犂を開発していることから、モザンビークと同様

にデモンストレーションの実施について協議を行ったが、今年度は、スガノ農機側のスケジュール確保が困

難であったため、今後の実現を目指すことを確認した。 

 

2.2.3 ナイジェリア 
① 現地政府/国際機関との連携協議 
2022 年 5 月にナサラワ州の農業大臣・副大臣を訪問し、農民組織やバリューチェーンのデジタル化につい
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て提案したところ、歓迎の意向を示し、また小型農機導入についての要望があった。その要望を踏まえ、モ

ザンビーク事業で行っていたAGROPONTO ユーザーを集めたHONDA農機の農民向けデモンストレーショ

ンを開催し、AGROPONTO を積極的に活用している地域の農民リーダーをアンバサダーに任命した。農業

大臣・副大臣より、AIPA を通じた小型農機の普及への期待表明があった。 

 

② 本邦企業との連携協議 
 2022 年 5 月に首都アブジャの松永大使を訪問したところ、同大使は IT 分野に明るく、AIPA 事業が農家

の役に立つだけでなく、広く情報を収集するためにも貢献しうるツールとして有効とのコメントがあった。

その後、HONDA のナイジェリア担当者と協議を行ったところ、モザンビーク同様の、HONDA 小型農機の

現地実証をナイジェリアでも行いたい旨の意向を受けた。 

 

(2) プラットフォームシステム開発 
2.3 アプリケーション（AGROPONTO）開発 
2.3.1 モザンビーク 
農業資機材売買マッチングアプリケーションとして AGROPONTO アプリを開発した。現地農家の持続可

能性と生産性を向上させ、農家の生活を改善するためのデジタルツールとしての使用を目的とする。売買マ

ッチング機能のほかに、ニュース機能として市場価格、気象、栄養啓発、ポストハーベストロス削減に関す

る記事をマルチメディアに画像、音声、動画を含めて配信できることになった。 モザンビーク北部など通

信環境のよくない農村地域での使用に対応するために、電波脆弱地域やオフライン時でも使えるような動

作負荷の少ないシステムになっている。モザンビーク南部ではコールセンターを設置して対応も行ったた

め WEB ブラウザからデータベースにアクセスしてユーザーのサポートを行えるようにした。マッチングア

プリとして、モザンビークユーザーにはアプリはポルトガル語で表示され、モザンビークでの広告のみが表

示される。AGROPONTO は、当社で開発した標準版と WFP 版があり、WFP 版は、WFP プロジェクト Virtual 

Farmers Market（VFM、仮想農業市場）プロジェクトの仕様に合わせて、標準版をもとに当社が、一部改良

したものである。 

 

2.3.2 セネガル 
モザンビークで開発したものと同じアプリを導入した。登録時セネガルの住所に対応するための処理をサ

ーバー側で行っている。セネガルユーザーにはアプリはフランス語で表示され、セネガルでの広告のみが表

示される。 

 

2.3.3 ナイジェリア 
モザンビークで開発したものと同じアプリをナイジェリアで登録した Android ユーザーは、Google play か

らダウンロードが可能とし、AGROPONTO のユーザー登録をナイジェリアの住所・電話番号で行えばナイ

ジェリアの情報と接続されるようにした。また、アプリの広告は英語で表示される。 

 
2.4 決済システム連携・現地ローカライズ対応 
2.4.1 モザンビーク 
決済システムについて、倉庫でのやりとりをデータベースに残すため決済記録機能をつけ、必要に応じて
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モザンビークのモバイル電子マネー、 MPesa、eMola との連携を可能とした。 どちらも BtoC（事業者から

消費者）CtoB（消費者から事業者）での送金が可能である。現地ローカライズ対応については、アプリでの

ユーザー登録時に現地の携帯電話番号と住所を登録できる仕様となっている。モザンビークでは、

AGROPONTO の表示言語が、ポルトガル語表記になっていて、モザンビーク人のユーザーが投稿した広告

やニュースが表示される。  

 

2.4.2 セネガル 
モザンビークのシステムと同じものを導入した。決済システムについては記録機能に対応しているが、、電

子マネーについては現地でのニーズを考慮して現時点では連携はさせていない。セネガルでの現地ローカ

ライズ機能としては、AGROPONTO の表示言語をフランス語表記にし、セネガルのユーザーが投稿した、

広告やセネガルに応じたニュースが表示される。 

 

2.4.3 ナイジェリア 
ナイジェリアにおいても、モザンビークのシステムと同じものを導入した。決済機能連携には、未対応で

あるが、現地で利用できるよう現地通貨ナイラ表示に対応済みである。位置情報はナイジェリアの全州およ

びその下の行政区分が選択可能である。後述の通り、一般財団法人 ササカワ・アフリカ財団の農林水産省

から受託した事業である「令和４年度開発途上国におけるフードバリューチェーン構築のための人材育成

委託事業（アフリカにおける農業者グループ体制強化研修）」に参加した農家等の組織リーダーとその組合

員約 600 名が AGROPONTO をインストールしており、本年度事業において現地でのフィードバックを集め

てきた。 

 
2.5 パイロット事業 
2.5.1 モザンビーク 
① パイロット事業進捗 
モザンビーク北部 

2022 年 3 月に AGROPONTO アプリを Google Play Store にて一般公開した。卸売市場や消費地であるナン

プラ市に日本植物燃料株式会社現地法人 ADM のナンプラ事務所を設置し、同事務所の職員を普及員とし

て、プロモーション活動を行った。さらに、「AGROPONTO センター」と称した情報アクセスや市場アクセ

スを改善する倉庫スペースを備えた拠点を、農村部（マビリ地区＝リバウエ中心部から車で 30 分）と都市

部（ワレスタ市場＝ナンプラ中心部から車で 15 分）に設置した。これらの拠点を利用して、地域の個人・

団体、コミュニティ、政府などに対し、AGROPONTO の実証、普及、展開を進めた。 
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図 5 AGROPONTOセンター（マビリ地区）外観 図 6 AGROPONTOセンター（マビリ地区）内観 

 

図 7 AGROPONTOセンター（ワレスタ市場）外観 

 

モザンビーク北部では AGROPONTO の普及に関して、WFP とのパートナーシップ事業と ADM 自社事業

を同時に進めており、AGROPONTO アプリも WFP 版と標準版の 2 種類を制作した。2 種類については、一

部アプリの仕様が異なるが、主要な機能は同じであり、WFP とのパートナー期間が終了した後（2022 年 11

月以降）、WFP 版に登録された農民やバイヤーは標準版への移行を進めており、3 月末時点で半数以上が移

行済みである。 

また、SSC の実証準備としてソーラーポンプの試用を行った。モザンビーク国内で調達できる製品を探し、

Solarworks 社のナンプラ店舗にて Futurepump 社のソーラーポンプを調達した。性能や利用用途の評価と検

討のために、IAR（リバウエ農業学校）の連携圃場と 7deAbril にある自社圃場のピーマン畑において灌水を

行った。マビリ AGROPONTO センターにおいて、ADM 社職員が製品の展示やデモを行い、希望者への有

償貸出を行った。 
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図 8 試用したソーラーポンプ（Futurepump社製） 

 製品モデル SE1 - 吐出量 2,600L/hour (=43L/min) ソーラーパネル 2枚使用 

 製品モデル SF2 - 吐出量 1,950L/hour (=32L/min) ソーラーパネル 1枚使用 

  

ソーラーポンプの有用性：これらの試用では、太陽光をエネルギー源とする場合、日々の営農活動に必要

な水量を安定的に賄えるか、また、水源（湧水、井戸、川）により排水量はどの程度変化するかのデータを

取得することを目的とした。 

現地で購入できる Futurepump 社のソーラーポンプ（大小 2 種類）は、ガソリンやディーゼルで動く一般に

普及しているポンプと比べて、使用できる時間帯が太陽光の光量が多い時間帯に限られ、早朝に灌水したい

ニーズを満たせないことや、吐出量も少なく（10 分の 1 以下）地表灌漑に従来より時間がかかることに課

題があった。また故障が複数回発生し、販売店のサポートは受けられたものの、不便があった。 

この結果を踏まえ、国外調達を含めて、他のメーカーの性能の異なるソーラーポンプのキット（吐出量が

多い、バッテリ使用できるなど）についての情報を集めて検討を進めたい。溜池、揚水タンク、点滴灌漑シ

ステムと組み合わせたソーラーポンプの使用には、可能性が見出された。 

 

モザンビーク南部 

ADM 社の職員を AGROPONTO 普及員として各郡に 1 名ずつ配置し、担当地域において現地政府機関等と

連携しユーザー獲得並びに取引成立を促した。マプトの都市部にコールセンターを設置し、データセンター

としての機能とスマートフォンを持たない、またはデジタルサービスに馴れないメンバーに AGROPONTO

の利用を促す役割を担った。またモザンビークの農業資機材販売大手 Tecap と代理店契約を結び

AGROPONTO ユーザーに対して農業資機材の販売促進を実施した。 
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図 9 マプト市コールセンターの様子 

 

② AGROPOINTO 導入後のパイロット事業ユーザーデータ収集 
モザンビーク北部 標準版 AGROPONTO でのキャベツの売買成約の事例 

この地域の農産物の売手・買手ともに熱心な AGROPOINTO ユーザーがでおり、それぞれが売り注文・買

い注文の広告を作成していた。ある買手側は、ナンプラ市の商人組合のメンバーであり、「このあたりには

“小作人”はいても、農作物を継続的かつ欲しいときに出荷してくれる“農業者”はいない」と嘆いていたが、

「本事業により年間通して計画的に作付しているキャベツの優良な農業者と新規に商談をすることができ

た。今後も取引を継続・拡大したい。」という声があった。なお、このキャベツの取引は ADM 社がトラッ

クを手配して有償で輸送を担った。 

 

 

図 10 モザンビーク北部での成約事例 

 

モザンビーク北部 WFP 版 AGROPONTO での落花生の売買成約の事例 

WFP VFM プロジェクトで登録されたバイヤーが、農民グループが作成した落花生の広告を見て、電話で

農民グループのリーダーに連絡を取り、21 トン分 94 万 5,000MZN（約 200 万円）の殻なし落花生を注文し、
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取引が成立した。なお、輸送はバイヤーが独自にトラックを手配して行った。 

 

モザンビーク南部 在庫となっていたマメの売買成約の事例 

マニサ郡カランガにある農家組合が AGROPONTO を使うことによって、新たに、首都のマプト市の中央

卸売市場であるジンぺトの卸売業者に、11 トンの豆を 500,000MZN で販売することが出来きた。カランガ

～ジンペト間は、道路整備状況が悪く、車で 5 時間と市場にアクセスすることが難しく、作物の収穫はした

ものの倉庫に保管されたままになっていた。この場合、輸送用トラックは卸売業者が用意した。 

 

  
図 11マニサ郡カランガでの AGROPONTOの説明 図 12マニサ郡カランガの倉庫を訪問する普及員 

 

モザンビーク南部 卸売業者が新しい仕入先を国内に開拓し、仕入れコストを削減した事例 

ジンペトの卸売り業者が新しい仕入先を開拓し仕入れにかかるコストを削減することが出来た。卸売業者

アルシンド氏は AGROPONTO を利用し、車で 5 時間のガザ州マシンジールの玉ねぎ農家とコンタクトを取

ることができ、12 トンの玉ねぎを 375,000MZN で取引した。アルシンド氏は普段は車で 7-8 時間をかけて

南アフリカで買い付けを行っており、従来の買い付けと比較して作物の価格並びに輸送費も安価であり取

引に満足した旨を語った。 

 

 

図 13マシンジールから買い付けた 12tの玉ねぎ 

 

モザンビーク南部 地元市場の小売業者が周辺農家から買い付けた事例 

マニサ郡の市場の小売業者はこれまで農作物の仕入れをマプト都市部のジンペト市場で行ってきたが
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AGROPONTO によって近隣で、仕入れが可能なことが分かり、仕入れ先を多様化させた。マニサ郡は中心

部からジンペト市場までバスで片道約 2 時間かかるため、近隣からの買い付けは流通コストの低減並びに

地元産品の地産地消に貢献している。近隣の畑から市場への輸送は乗り合いバスなどを利用しているので、

輸送も既存の方法で安価に行える。 

 

 

図 14近隣農家からの調達を始めたマニッサ郡の市場の様子 

 
モザンビーク南部 養鶏業者が複数の顧客を開拓し、さらに他の養鶏業者から買い付けを行って顧客への販

売を行った事例 

ボアネ郡の養鶏業者が、販売先の開拓のため AGROPONTO を使用し、顧客獲得に成功し、売り上げを増

加させた。売り上げ増加に伴い、自身が育てた鶏だけでは足りなくなり、他の AGROPONTO ユーザーから

鶏を買い取ってさらなる販売を行った。彼は AGROPONTO を普及により、最終消費者との接点が増え、効

率的に販売が出来ると話している。 

 

 

図 15近隣農家からの調達を始めたマニッサ郡の市場の様子 
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